
第５１号議案

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整     

備に関する条例制定の件

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する
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加東市条例第  号

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整 

備に関する条例   

 （加東市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正） 

第１条 加東市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１８年加東市条例第２４

号）の一部を次のように改正する。

  第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。

（加東市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 加東市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成１８年加東市条例第２

５号）の一部を次のように改正する。

  第３条に次の１項を加える。

 ４ 任期の定めがある職員に対する第１項の規定の適用については、この規定中「３年を

超えない範囲内」とあるのは、「任命権者が定める任期の範囲内」とする。

（加東市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 加東市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１８年加東市条例第２８号）

の一部を次のように改正する。

  第３条中「（教職調整額又は給料の調整額を支給される職員にあっては、給料の月額に教

職調整額又は給料の調整額の月額を加算した額）」を「及びこれに対する給料の調整額の合

計額（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員については、報酬の額（加東市会計年度

任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年加東市条例第 号）第２条第１項に

規定する期末手当に相当する額を除く。））」に改める。

（加東市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 



第４条 加東市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１８年加東市条例第３１号）の

一部を次のように改正する。

  第１条中「昭和２５年法律第２６１号」の右に「。以下「法」という。」を加える。

  第２条第３項中「地方公務員法」を「法」に改める。

  第２０条を次のように改める。

（会計年度任用職員の１週間の勤務時間） 

第２０条 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」

という。）の１週間当たりの勤務時間は、次に掲げる勤務時間とする。 

(1) パートタイム会計年度任用職員（法第２２条の２第１項第１号に定める会計年度任

用職員をいう。以下同じ。）の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間に

つき１週間当たり３８時間４５分に満たない範囲内で、任命権者が定める時間とする。 

(2) フルタイム会計年度任用職員（法第２２条の２第１項第２号に定める会計年度任用

職員をいう。以下同じ。）の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につ

き１週間当たり３８時間４５分とする。 

２ 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要があり特に必要と認める場合には、会計

年度任用職員に前項の勤務時間以外の時間において勤務をすることを命ずることができ

る。 

  第２１条（見出しを含む。）中「臨時職員等」を「会計年度任用職員」に改め、同条の次

に次の１条を加える。 

  （育児又は介護を行う会計年度任用職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） 

第２１条の２ 第１０条の規定は、会計年度任用職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限に

ついて準用する。この場合において、「職員」とあるのは「会計年度任用職員」と、「第

８条」とあるのは「第２０条」と、「第１７条」とあるのは「第２９条」と読み替えるも

のとする。 

  第２２条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（会計年度任用職員の週休日及び勤

務時間の割り振り）」を付し、同条を次のように改める。 

第２２条 日曜日及び土曜日は、週休日とする。ただし、パートタイム会計年度任用職員

については、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において週休日

を設けることができる。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日につき７時間４５分を超

えない範囲内で勤務時間を割り振るものとする。 

第２３条の見出しを削り、同条第１項中「第２２条第１項」を「前条」に、「臨時職員等

の勤務時間の割振り及び休日（祝日法による休日及び年末年始の休日を除く。次項におい

て同じ。）」を「会計年度任用職員の週休日及び勤務時間の割り振り」に改め、同条第２項

中「勤務時間の割振り及び休日」を「週休日及び勤務時間の割り振り」に、「の休日」を「（パ



ートタイム会計年度任用職員にあっては８日以上）の週休日」に改め、同項ただし書中「で

休日」を「で週休日」に改める。 

  第２４条の見出し中「臨時職員」を「会計年度任用職員」に改め、同条中「臨時職員（給

与条例第３９条に規定する臨時職員をいう。以下に同じ。）」を「会計年度任用職員」に、

「第２２条の規定による日曜日又は土曜日（以下この項において「週休日」という。）」を

「第２２条第１項又は前条の規定により週休日とされた日」に、「第２２条に規定する日以

外の日又は第２３条」を「第２２条第２項又は前条」に改め、同条の次に次の１条を加え

る。 

  （会計年度任用職員の休日） 

 第２４条の２ 第１１条の規定は、会計年度任用職員について準用する。この場合におい

て、「職員」とあるのは、「会計年度任用職員」と読み替えるものとする。 

  第２５条の見出し中「臨時職員」を「会計年度任用職員」に、「祝日等」を「休日」に改

め、同条第１項中「臨時職員」を「会計年度任用職員」に、「「祝日等」という。」を「「休

日」と総称する。」に、「第２３条」を「第２２条、第２３条又は第２４条」に、「当該休日

後勤務日等」を「当該休日後の勤務日等」に改め、同条第２項中「職員」を「会計年度任

用職員」に、「当該休日」を「当該代休日」に改める。

  第２６条の見出し中「臨時職員等」を「会計年度任用職員」に改め、同条第１項中「臨

時職員」を「会計年度任用職員」に、「及び特別休暇」を「、特別休暇、介護休暇及び介護

時間」に改め、同条第２項を削る。

  第２７条の見出し中「臨時職員等」を「会計年度任用職員」に改め、同条第１項を次の

ように改める。

会計年度任用職員の年次有給休暇は、１年度ごとにおける休暇とし、その日数は、そ

の者の在職期間及び勤務時間等を考慮し、規則で定める日数とする。 

第２７条中第２項から第４項までを削り、同条第５項中「前各項」を「前項」に、「臨時

職員等」を「会計年度任用職員」に改め、同項を同条第２項とする。

  第２７条の２の見出し中「臨時職員」を「会計年度任用職員」に改め、同条中「臨時職

員の」を「会計年度任用職員の」に、「「臨時職員」を「、「会計年度任用職員」に改める。

  第２８条を次のように改める。

  （会計年度任用職員の特別休暇）

 第２８条 第１６条の規定は、会計年度任用職員の特別休暇について準用する。この場合

において、同条中「職員」とあるのは、「会計年度任用職員」と読み替えるものとする。

  第３０条を第３３条とし、第２９条中「臨時職員等（地方公務員法第５７条の規定の適

用を受ける臨時職員等を除く。）」を「会計年度任用職員」に改め、同条第２項を削り、同

条を第３２条とし、第２８条の次に次の３条を加える。

  （会計年度任用職員の介護休暇）



第２９条 第１７条の規定は、会計年度任用職員について準用する。この場合において、

「職員」とあるのは「規則で定める会計年度任用職員」と、「６箇月」とあるのは「９３

日」と、「給与条例第２５条」とあるのは「加東市会計年度任用職員の給与及び費用弁償

に関する条例（令和元年加東市条例第 号。以下「会計年度任用職員給与条例」という。）

第８条」と、「同条例第１６条」とあるのは「フルタイム会計年度任用職員については同

条例第７条、パートタイム会計年度任用職員については同条例第１８条」と読み替える

ものとする。

  （会計年度任用職員の介護時間）

第３０条 第１７条の２の規定は、会計年度任用職員について準用する。この場合におい

て、「職員」とあるのは「規則で定める会計年度任用職員」と、「給与条例第２５条」と

あるのは「会計年度任用職員給与条例第８条」と、「同条例第１６条」とあるのは「フル

タイム会計年度任用職員については同条例第７条、パートタイム会計年度任用職員につ

いては同条例第１８条」と読み替えるものとする。

（会計年度任用職員の病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間の承認）

第３１条 会計年度任用職員の病気休暇、特別休暇（規則で定めるものを除く。）、介護休

暇及び介護時間については、規則の定めるところにより、任命権者の承認を受けなけれ

ばならない。

（加東市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第５条 加東市職員の育児休業等に関する条例（平成１８年加東市条例第３２号）の一部を

次のように改正する。

第２条第４号中「加東市臨時職員の身分取扱いに関する規則（平成１８年加東市規則第

１８号）第３条の規定により任用された臨時職員」を「地方公務員法（昭和２３年法律第

２６１号。以下「地公法」という。）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員」に

改める。

  第２条の４を第２条の５とし、第２条の３の次に次の１条を加える。

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６箇月から２歳に達す

るまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌日（当該子の

１歳６箇月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了日に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合であって、次の各号のいずれにも該当するときとする。

(1) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日において育児休業をし

ている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６箇月到達日において地方等育



児休業をしている場合

(2) 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務の

ために特に認められる場合として規則に定める場合に該当する場合

  第３条第７号中「該当すること」の右に「又は第２条の４の規定に該当すること」を加

える。

  第７条第１項を次のように改める。

加東市一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年加東市条例第４３号。以下「給

与条例」という。）第３１条第１項並びに加東市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例（令和元年加東市条例第 号。以下「会計年度任用職員給与条例」という。）

第１５条第１項及び第２４条第１項の規定により準用する給与条例第３１条第１項に規

定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以前６月以内の期間

において勤務した期間（規則で定めるこれに相当する期間を含む。）がある職員には、当

該基準日に係る期末手当を支給する。

第７条第２項中「加東市一般職の職員の給与に関する条例」を「給与条例」に改め、「し

ている職員」の右に「（地公法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」

を加える。

第８条中「した職員」の右に「（地公法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

を除く。）」を加える。

  第１７条第２号中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」を「地公法」に改める。

第１９条中「加東市一般職の職員の給与に関する条例」を「給与条例」に改め、同条に

次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、非常勤職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、

会計年度任用職員給与条例第８条の規定にかかわらず、フルタイム会計年度任用職員（地

公法第２２条の２第１項第２号に定める会計年度任用職員をいう。）についてはその勤務

しない１時間につき、同条例第７条に規定する勤務時間１時間当たりの給与額又はパー

トタイム会計年度任用職員（地公法第２２条の２第１項第１号に定める会計年度任用職

員をいう。）については同条例第１８条に規定する勤務１時間当たりの報酬額を減額して

支給する。

（加東市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正） 

第６条 加東市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（平成１８年加東市条例第３４

号）の一部を次のように改正する。

  第２条中「調査員及び嘱託員」を「特別職の職員」に改める。

第５条第２号中「報酬が」を「給与（給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当をいう。）又は報酬（以下これらを「報酬等」

という。）が」に、「報酬の」を「報酬等の」に改め、同条第３号中「報酬」を「報酬等」



に改める。

（加東市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

第７条 加東市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年加東市条例第

３７号）の一部を次のように改正する。 

別表消防団のあり方検討委員会の項の次に次のように加える。 

スポーツ推進委員 年額  ４８，０００

青少年補導委員 年額  １５，０００

（加東市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第８条 加東市一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年加東市条例第４３号）の一部

を次のように改正する。

  第１４条第６号を次のように改める。

  (6) 加東市職員互助会の会員の掛金

  第１５条の見出し中「給与等」を「給与」に改め、同条中「又は賃金」を削る。

  第３９条を次のように改める。

  （会計年度任用職員の給与）

 第３９条 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の給与は、別に条例で定め

る。

 第４０条から第５２条までを削り、第５３条を第４０条とする。

（加東市職員の特殊勤務手当支給条例の一部改正） 

第９条 加東市職員の特殊勤務手当支給条例（平成１８年加東市条例第４４号）の一部を次

のように改正する。

  第４条第２項を次のように改める。

 ２ 給料又は報酬を月額で定める者の前項の手当の額は、１月につき３，０００円とする。

  第４条に次の１項を加える。

 ３ 報酬を時間額で定める者の第１項の手当額は、１時間につき１８円とする。

第８条中「基本賃金」を「報酬」に改める。

（加東市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第１０条 加東市職員等の旅費に関する条例（平成１８年加東市条例第４５号）の一部を次

のように改正する。

  第２条第１号を次のように改める。

  (1) 職員 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条第１項に規定する職員を

いう。

  第３条第３項中「法」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」に改める。

（加東市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）



第１１条 加東市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１８年加東市条例第１

７２号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

    加東市企業職員の給与等の種類及び基準に関する条例

  第１条中「給与」の右に「、報酬及び費用弁償（以下「給与等」という。）」を加える。

第２条中「要するもの」の右に「、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２

条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）及び同法

第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「短時間勤務職員」と

いう。）」を加える。

第３条中「給与の種類」を「給与等の種類」に改め、「基準については」の右に「、常時

勤務を要する者及び短時間勤務職員においては」を加え、「（平成１８年加東市条例第４３

号）を」の右に「、会計年度任用職員においては、加東市会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例（令和元年加東市条例第 号）を」を加える。

（加東市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１２条 加東市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１８年加東市条例第２

１０号）の一部を次のように改正する。

第３条中「第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員」を「第２２条

の２第１項第２号に掲げる職員及び同法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員」に改める。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。



地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整    

備に関する条例の制定（要旨） 

１ 改正理由 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）の施行

により、職員の臨時的任用が厳格化されるとともに、一般職非常勤職員として位置付けら

れる会計年度任用職員制度が新たに導入されることを受け、関係条例において法改正の趣

旨を踏まえた所要の整備を行うものである。 

２ 改正内容  

 (1) 加東市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正（第１条関係） 

地方公務員法（昭和２３年法律第２６１号。以下「法」という。）の改正に伴う項ず

れを改めること。（第２条） 

 (2) 加東市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正（第２条関係） 

会計年度任用職員の休職期間に係る規定を定めること。（第３条） 

 (3) 加東市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正（第３条関係） 

会計年度任用職員の減給の額に係る規定を定めること。（第３条） 

 (4) 加東市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正（第４条関係） 

ア 会計年度任用職員の勤務条件を定めること。（第２０条～第３３条） 

イ 法の改正に伴う項ずれを改めること。（第２３条及び第２４条） 

ウ 所要の文言整理を行うこと。（第１条及び第２条） 

 (5) 加東市職員の育児休業等に関する条例の一部改正（第５条関係） 

ア 会計年度任用職員の育児休業に係る規定を定めること。（第２条の４、第７条、第８

条及び第１９条） 

イ 所要の文言整理等を行うこと。（第２条、第２条の５、第３条、第１７条及び第１９

条） 

 (6) 加東市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正（第６条関係） 

    法の改正に伴う文言整理を行うこと。（第２条及び第５条） 

 (7) 加東市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正（第７条関係） 

    法の改正により特別職の非常勤職員の枠組みが変更になることに伴い、スポーツ推進

委員及び青少年補導委員を委員等として定めること。（別表） 

 (8) 加東市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正（第８条関係） 

ア 会計年度任用職員の給与等を別の条例で定めることにより不要となる規定を削るこ

と。（改正前の第３９条～第５２条） 

イ 所要の文言整理等を行うこと。（改正後の第１４条、第１５条、第３９条及び第４０

第５１号議案 要旨



条） 

 (9) 加東市職員の特殊勤務手当支給条例の一部改正（第９条関係） 

    会計年度任用職員の特殊勤務手当に係る規定を定めること。（第４条及び第８条） 

 (10) 加東市職員等の旅費に関する条例の一部改正（第１０条関係） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の改正による文言整理を行うこと。（第２

条及び第３条） 

 (11) 加東市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正（第１１条関係） 

ア 公営企業職員の会計年度任用職員の給与等について定めること。（第１条～第３条） 

  イ 所要の文言整理を行うこと。（題名） 

 (12) 加東市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正（第１２条関係） 

人事行政の運営の状況報告に係る職員に会計年度任用職員を加えること。（第３条） 

３ 施行期日  令和２年４月１日 



新   旧   対   照   表 

現       行 改   正   案 

〇加東市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正

（第１条関係）

（職員の派遣） 

第２条 （略） 

２ 法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(1)・(2) （略） 

(3) 地方公務員法第２２条第１項に規定する条件付採用になっ

ている職員 

(4)・(5) （略） 

３ （略） 

〇加東市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改

正（第２条関係） 

 （休職の効果） 

第３条 （略） 

２・３ （略） 

（職員の派遣） 

第２条 （略） 

２ 法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(1)・(2) （略） 

(3) 地方公務員法第２２条   に規定する条件付採用になっ

ている職員 

(4)・(5) （略） 

３ （略） 

 （休職の効果） 

第３条 （略） 

２・３ （略） 

４ 任期の定めがある職員に対する第１項の規定の適用について

は、この規定中「３年を超えない範囲内」とあるのは、「任命権

者が定める任期の範囲内」とする。 

第
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〇加東市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正（第３

条関係）

（減給の効果） 

第３条 減給は、１日以上６箇月以下の期間、給料の月額（教職調

整額又は給料の調整額を支給される職員にあっては、給料の月額

に教職調整額又は給料の調整額の月額を加算した額）     

                       の１０分の

１以下を減ずるものとする。 

〇加東市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正（第４条

関係） 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号 

          ）第２４条第５項の規定に基づき、職員の勤

務時間、休日及び休暇に関し必要な事項を定めるものとする。 

（１週間の勤務時間） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 地方公務員法第２８条の４第１項若しくは第２８条の５第１

項又は同法第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採

用された職員で同法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の

（減給の効果） 

第３条 減給は、１日以上６箇月以下の期間、給料の月額及びこれ

に対する給料の調整額の合計額（法第２２条の２第１項第１号に

掲げる職員については、報酬の額（加東市会計年度任用職員の給

与及び費用弁償に関する条例（令和元年加東市条例第 号）第２

条第１項に規定する期末手当に相当する額を除く。））の１０分の

１以下を減ずるものとする。 

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。

以下「法」という。）第２４条第５項の規定に基づき、職員の勤

務時間、休日及び休暇に関し必要な事項を定めるものとする。 

（１週間の勤務時間） 

第２条 （略）

２ （略）

３ 法     第２８条の４第１項若しくは第２８条の５第１

項又は同法第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採

用された職員で同法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の



勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週

間を超えない期間につき１週間当たり１５時間３０分から３１

時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

４・５ （略） 

（臨時職員等の勤務時間） 

第２０条 臨時職員等（給与条例第４０条第１項に規定する臨時職

員等をいう。以下同じ。）の勤務時間は、休憩時間を除き、午前

８時３０分から午後５時１５分までとする。 

２ 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要があり特に必要と

認める場合には、臨時職員等に前項の勤務時間以外の時間におい

て勤務をすることを命ずることができる。 

（臨時職員等   の休憩時間） 

第２１条 第６条の規定は、臨時職員等   の休憩時間について

準用する。 

勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週

間を超えない期間につき１週間当たり１５時間３０分から３１

時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

４・５ （略）

（会計年度任用職員の１週間の勤務時間）

第２０条 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以

下「会計年度任用職員」という。）の１週間当たりの勤務時間は、

次に掲げる勤務時間とする。

(1) パートタイム会計年度任用職員（法第２２条の２第１項第

１号に定める会計年度任用職員をいう。以下同じ。）の勤務時

間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当

たり３８時間４５分に満たない範囲内で、任命権者が定める時

間とする。 

(2) フルタイム会計年度任用職員（法第２２条の２第１項第２

号に定める会計年度任用職員をいう。以下同じ。）の勤務時間

は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当た

り３８時間４５分とする。

２ 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要があり特に必要と

認める場合には、会計年度任用職員に前項の勤務時間以外の時間

において勤務をすることを命ずることができる。

（会計年度任用職員の休憩時間）

第２１条 第６条の規定は、会計年度任用職員の休憩時間について

準用する。



（臨時職員等の休日） 

第２２条 臨時職員等の休日は、日曜日、土曜日、祝日法による休

日及び年末年始の休日とする。 

２ 任命権者は、前項の規定にかかわらず、公務の運営上の事情に

より特に必要と認めるときは、前項の休日を変更し、又は取り消

すことができる。 

３ 第１項の休日のほか、任命権者が勤務を要しないと認めるとき

は、休日を指定することができる。 

（臨時職員等の勤務時間の割振り及び休日） 

第２３条 任命権者は、第２０条第１項及び第２２条第１項の規定

にかかわらず、職務の特殊性又は当該部署の特殊の必要により、

特別の形態によって勤務することを必要とする臨時職員等の勤

務時間の割振り及び休日（祝日法による休日及び年末年始の休日

を除く。次項において同じ。）について、別に定めることができ

る。 

２ 任命権者は、前項の規定により勤務時間の割振り及び休日  

 （育児又は介護を行う会計年度任用職員の深夜勤務及び時間外勤

務の制限） 

第２１条の２ 第１０条の規定は、会計年度任用職員の深夜勤務及

び時間外勤務の制限について準用する。この場合において、「職

員」とあるのは「会計年度任用職員」と、「第８条」とあるのは

「第２０条」と、「第１７条」とあるのは「第２９条」と読み替

えるものとする。 

（会計年度任用職員の週休日及び勤務時間の割り振り） 

第２２条 日曜日及び土曜日は、週休日とする。ただし、パートタ

イム会計年度任用職員については、日曜日及び土曜日に加えて月

曜日から金曜日までの５日間において週休日を設けることがで

きる。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日に

つき７時間４５分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るもの

とする。 

第２３条 任命権者は、第２０条第１項及び前条     の規定

にかかわらず、職務の特殊性又は当該部署の特殊の必要により、

特別の形態によって勤務することを必要とする会計年度任用職

員の週休日及び勤務時間の割り振り             

              について、別に定めることができ

る。 

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務時間の割り振り



を定める場合には、規則の定めるところにより、４週間ごとの期

間につき８日の休日                    

      を設けなければならない。ただし、職務の特殊性又

は当該部署の特殊の必要により、４週間ごとの期間につき８日の

休日                           

を設けることが困難である職員について市長と協議して、規則の

定めるところにより、４週間を超えない期間につき１週間当たり

１日以上の割合で休日 を設ける場合には、この限りでない。 

（臨時職員    の週休日の振替等） 

第２４条 任命権者は、臨時職員（給与条例第３９条に規定する臨

時職員をいう。以下同じ。）に第２２条の規定による日曜日又は

土曜日（以下この項において「週休日」という。）において特に

勤務することを命ずる必要がある場合には、規則の定めるところ

により、第２２条に規定する日以外の日又は第２３条の規定によ

り勤務時間が割り振られた日（以下この条において「勤務日」と

いう。）のうち規則で定める期間内にある勤務日を週休日に変更

して当該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務することを

命ずる必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある勤務日の

勤務時間のうち４時間を当該勤務日に割り振ることをやめて当

該４時間の勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日

に割り振ることができる。 

を定める場合には、規則の定めるところにより、４週間ごとの期

間につき８日（パートタイム会計年度任用職員にあっては８日以

上）の週休日を設けなければならない。ただし、職務の特殊性又

は当該部署の特殊の必要により、４週間ごとの期間につき８日

（パートタイム会計年度任用職員にあっては８日以上）の週休日

を設けることが困難である職員について市長と協議して、規則の

定めるところにより、４週間を超えない期間につき１週間当たり

１日以上の割合で週休日を設ける場合には、この限りでない。 

（会計年度任用職員の週休日の振替等） 

第２４条 任命権者は、会計年度任用職員           

            に第２２条第１項又は前条の規定に

より週休日とされた日            において特に

勤務することを命ずる必要がある場合には、規則の定めるところ

により、第２２条第２項又は前条         の規定によ

り勤務時間が割り振られた日（以下この条において「勤務日」と

いう。）のうち規則で定める期間内にある勤務日を週休日に変更

して当該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務することを

命ずる必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある勤務日の

勤務時間のうち４時間を当該勤務日に割り振ることをやめて当

該４時間の勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日

に割り振ることができる。 

 （会計年度任用職員の休日） 

第２４条の２ 第１１条の規定は、会計年度任用職員について準用



（臨時職員    の祝日等の代休日） 

第２５条 任命権者は、臨時職員    に祝日法による休日又は

年末年始の休日（以下この項において「祝日等」という。 ）で

ある第２３条          の規定により勤務時間が割

り振られた日（以下のこの項において「勤務日等」という。）に

割り振られた勤務時間の全部（次項において「休日の全勤務時間」

という。）について特に勤務することを命じた場合には、規則の

定めるところにより、当該休日前に、当該休日に代わる日（次項

において「代休日」という。）として、当該休日後勤務日等 を

指定することができる。 

２ 前項の規定により代休日を指定された職員      は、勤

務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤務した場合において、当該

休日 には、特に勤務することを命ぜられるときを除き、正規の

勤務時間においても勤務することを要しない。 

（臨時職員等   の休暇の種類） 

第２６条 臨時職員    の休暇は、年次有給休暇、病気休暇及

び特別休暇          とする。 

２ 日々雇用職員（給与条例第３９条に規定する日々雇用職員をい

う。以下同じ。）の休暇は、年次有給休暇及び特別休暇とする。 

（臨時職員等   の年次有給休暇） 

第２７条 臨時職員の年次有給休暇は、１年度ごとにおける休暇と

する。この場合において、「職員」とあるのは、「会計年度任用職

員」と読み替えるものとする。 

（会計年度任用職員の休日 の代休日） 

第２５条 任命権者は、会計年度任用職員に祝日法による休日又は

年末年始の休日（以下この項において「休日」と総称する。）で

ある第２２条、第２３条又は第２４条の規定により勤務時間が割

り振られた日（以下のこの項において「勤務日等」という。）に

割り振られた勤務時間の全部（次項において「休日の全勤務時間」

という。）について特に勤務することを命じた場合には、規則の

定めるところにより、当該休日前に、当該休日に代わる日（次項

において「代休日」という。）として、当該休日後の勤務日等を

指定することができる。 

２ 前項の規定により代休日を指定された会計年度任用職員は、勤

務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤務した場合において、当該

代休日には、特に勤務することを命ぜられるときを除き、正規の

勤務時間においても勤務することを要しない。 

（会計年度任用職員の休暇の種類） 

第２６条 会計年度任用職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇、介護休暇及び介護時間とする。 

（会計年度任用職員の年次有給休暇） 

第２７条 会計年度任用職員の年次有給休暇は、１年度ごとにおけ



し、その日数については、在職期間を考慮し、１年度において２

０日を超えない範囲内において、規則で定める。 

２ 日々雇用職員の年次有給休暇は、労働基準法第３９条第１項及

び第２項の規定の例により与える。 

３ 任命権者は、年次有給休暇を臨時職員等の請求する時季に与え

なければならない。ただし、請求された時季に年次有給休暇を与

えることが公務の正常な運営を妨げる場合においては、別の時季

に与えることができる。 

４ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）

は、規則で定める日数を限度として、当該年度の翌年度に繰り越

すことができる。 

５ 前各項に規定するもののほか、臨時職員等   の年次有給休

暇に関し必要な事項は、規則で定める。 

（臨時職員    の病気休暇） 

第２７条の２ 第１５条の規定は、臨時職員の    病気休暇に

ついて準用する。この場合において、同条中「職員」とあるのは

「臨時職員    」と読み替えるものとする。 

（臨時職員等の特別休暇） 

第２８条 第１６条及び第１９条の規定は、臨時職員の特別休暇に

ついて準用する。この場合において、第１６条中「選挙権の行使、

結婚、出産、交通機関の事故」とあるのは「出産」と、第１９条

中「病気休暇、特別休暇（規則で定めるものを除く。）、介護休暇、

介護時間及び組合休暇」とあるのは「病気休暇及び、特別休暇（規

る休暇とし、その日数は、その者の在職期間及び勤務時間等を考

慮し、規則で定める日数とする。  

２ 前項 に規定するもののほか、会計年度任用職員の年次有給休

暇に関し必要な事項は、規則で定める。 

（会計年度任用職員の病気休暇） 

第２７条の２ 第１５条の規定は、会計年度任用職員の病気休暇に

ついて準用する。この場合において、同条中「職員」とあるのは、

「会計年度任用職員」と読み替えるものとする。 

（会計年度任用職員の特別休暇） 

第２８条 第１６条の規定は、会計年度任用職員の特別休暇につい

て準用する。この場合において、同条中「職員」とあるのは、「会

計年度任用職員」と読み替えるものとする。 



則で定めるものを除く。）」と読み替えるものとする。 

２ 第１６条及び第１９条の規定は、日々雇用職員の特別休暇につ

いて準用する。この場合において、第１６条中「選挙権の行使、

結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由」とあるのは「特

別の事由」と、第１９条中「病気休暇、特別休暇（規則で定める

もの除く。）、介護休暇、介護時間及び組合休暇」とあるのは「特

別休暇（規則で定めるものを除く。）」と読み替えるものとする。

（会計年度任用職員の介護休暇） 

第２９条 第１７条の規定は、会計年度任用職員について準用す

る。この場合において、「職員」とあるのは「規則で定める会計

年度任用職員」と、「６箇月」とあるのは「９３日」と、「給与条

例第２５条」とあるのは「加東市会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例（令和元年加東市条例第 号。以下「会計年

度任用職員給与条例」という。）第８条」と、「同条例第１６条」

とあるのは「フルタイム会計年度任用職員については同条例第７

条、パートタイム会計年度任用職員については同条例第１８条」

と読み替えるものとする。 

 （会計年度任用職員の介護時間） 

第３０条 第１７条の２の規定は、会計年度任用職員について準用

する。この場合において、「職員」とあるのは「規則で定める会

計年度任用職員」と、「給与条例第２５条」とあるのは「会計年

度任用職員給与条例第８条」と、「同条例第１６条」とあるのは

「フルタイム会計年度任用職員については同条例第７条、パート



（適用除外） 

第２９条 臨時職員等（地方公務員法第５７条の規定の適用を受け

る臨時職員等を除く。）については、第２条から第１９条までの

規定は、適用しない。 

２ 地方公務員法第５７条の規定の適用を受ける臨時職員等につ

いては、この条例の規定は、適用しない。 

 （委任） 

第３０条 （略） 

〇加東市職員の育児休業等に関する条例の一部改正（第５条関係）

 （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 常時勤務することを要しない職員又は加東市臨時職員の身

分取扱いに関する規則（平成１８年加東市規則第１８号）第３

タイム会計年度任用職員については同条例第１８条」と読み替え

るものとする。 

（会計年度任用職員の病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時

間の承認） 

第３１条 会計年度任用職員の病気休暇、特別休暇（規則で定める

ものを除く。）、介護休暇及び介護時間については、規則の定める

ところにより、任命権者の承認を受けなければならない。 

（適用除外） 

第３２条 会計年度任用職員                 

           については、第２条から第１９条までの

規定は、適用しない。 

（委任） 

第３３条 （略） 

 （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 常時勤務することを要しない職員又は地方公務員法（昭和

２３年法律第２６１号。以下「地公法」という。）第２２条の



条の規定により任用された臨時職員（以下これらを「非常勤職

員」という。）であって、次のいずれかに該当する非常勤職

員以外の非常勤職員 

  ア～ウ （略） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間

２第１項に規定する会計年度任用職員（以下これらを「非常勤

職員」という。）であって、次のいずれかに該当する非常勤職

員以外の非常勤職員 

  ア～ウ （略） 

 （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳

６箇月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が

当該子の１歳６箇月到達日の翌日（当該子の１歳６箇月到達日後

の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児

休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であっ

て、当該任期が更新され、又は当該任期の満了日に特定職に引き

続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該

引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業

 をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当すると

きとする。 

 (1) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到

達日において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の

配偶者が当該子の１歳６箇月到達日において地方等育児休業

をしている場合 

(2) 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休業をす

ることが継続的な勤務のために特に認められる場合として規

則に定める場合に該当する場合 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間



を基準として条例で定める期間） 

第２条の４ （略） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の

事情は、次に掲げる事情とする。 

(1)～(6) （略） 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること      

            。 

(8) （略） 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 加東市一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年加東

市条例第４３号）第３１条第１項に規定するそれぞれの基準日に

育児休業をしている職員のうち、基準日以前６月以内の期間にお

いて勤務した期間（規則で定めるこれに相当する期間を含む。）

がある職員には、当該基準日に係る期末手当を支給する。 

２ 加東市一般職の職員の給与に関する条例第３４条第１項に規

定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員      

                         のうち、

基準日以前６月以内の期間において勤務した期間がある職員に

を基準として条例で定める期間） 

第２条の５ （略） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の

事情は、次に掲げる事情とする。 

(1)～(6) （略） 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条

の４の規定に該当すること。 

(8) （略） 

 （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 加東市一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年加東

市条例第４３号。以下「給与条例」という。）第３１条第１項並

びに加東市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

（令和元年加東市条例第 号。以下「会計年度任用職員給与条例」

という。）第１５条第１項及び第２４条第１項の規定により準用

する給与条例第３１条第１項に規定するそれぞれの基準日に育

児休業をしている職員のうち、基準日以前６月以内の期間におい

て勤務した期間（規則で定めるこれに相当する期間を含む。）が

ある職員には、当該基準日に係る期末手当を支給する。 

２ 給与条例              第３４条第１項に規

定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員（地公法第２

２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）のうち、

基準日以前６月以内の期間において勤務した期間がある職員に



は、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員                 

               が職務に復帰した場合において、

他の職員との均衡上必要があると認められたときは、その育児休

業の期間を１００分の１００以下の換算率により換算して得た

期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日

及びその日後における最初の職員の昇格を行う日として加東市

一般職の職員の給与に関する規則（平成１８年加東市規則第３２

号）で定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてそ

の者の号給を調整することができる。 

 （部分休業を請求することができない職員） 

第１７条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

 (1) （略） 

 (2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地

方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間

勤務職員等」という。）を除く。） 

  ア・イ （略） 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第１９条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、加

東市一般職の職員の給与に関する条例第２５条の規定にかかわ

は、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員（地公法第２２条の２第１項に規定す

る会計年度任用職員を除く。）が職務に復帰した場合において、

他の職員との均衡上必要があると認められたときは、その育児休

業の期間を１００分の１００以下の換算率により換算して得た

期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日

及びその日後における最初の職員の昇格を行う日として加東市

一般職の職員の給与に関する規則（平成１８年加東市規則第３２

号）で定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてそ

の者の号給を調整することができる。 

 （部分休業を請求することができない職員） 

第１７条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に

 掲げる職員とする。 

(1) （略） 

(2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地

公法                第２８条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間

勤務職員等」という。）を除く。） 

 ア・イ （略） 

 （部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第１９条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、給

与条例              第２５条の規定にかかわ



らず、その勤務しない１時間につき、同条例第１６条に規定する

勤務時間１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

〇加東市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正

（第６条関係）

 （職員） 

第２条 この条例において「職員」とは、委員会の非常勤の委員、

非常勤の監査委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その他の

構成員、非常勤の調査員及び嘱託員その他の非常勤の職員（地方

公務員災害補償法施行令（昭和４２年政令第２７４号）第１条に

規定する職員を除く。）で次に掲げる者以外の者をいう。 

 (1)～(4) （略） 

 （補償基礎額） 

第５条 この条例において「補償基礎額」とは、次の各号に定める

らず、その勤務しない１時間につき、同条例第１６条に規定する

勤務時間１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、非常勤職員が部分休業の承認を受け

て勤務しない場合には、会計年度任用職員給与条例第８条の規定

にかかわらず、フルタイム会計年度任用職員（地公法第２２条の

２第１項第２号に定める会計年度任用職員をいう。）については

その勤務しない１時間につき、同条例第７条に規定する勤務時間

１時間当たりの給与額又はパートタイム会計年度任用職員（地公

法第２２条の２第１項第１号に定める会計年度任用職員をい

う。）については同条例第１８条に規定する勤務１時間当たりの

報酬額を減額して支給する。 

（職員） 

第２条 この条例において「職員」とは、委員会の非常勤の委員、

非常勤の監査委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その他の

構成員、非常勤の特別職の職員  その他の非常勤の職員（地方

公務員災害補償法施行令（昭和４２年政令第２７４号）第１条に

規定する職員を除く。）で次に掲げる者以外の者をいう。 

 (1)～(4) （略） 

（補償基礎額） 

第５条 この条例において「補償基礎額」とは、次の各号に定める



者の区分に応じ、当該各号に掲げる額とする。 

 (1) （略） 

(2) その報酬が                      

                    日額で定められ

ている職員 負傷若しくは死亡の原因である事故の発生の日

又は診断によって疾病が確定した日においてその者について

定められていた報酬の 額（その報酬の 額が補償基礎額とし

て公正を欠くと認められる場合は、実施機関が市長と協議して

別に定める額） 

 (3) 報酬 が日額以外の方法によって定められている職員又は

報酬 のない職員 前号に掲げる者との均衡を考慮して実施

機関が市長と協議して定める額 

〇加東市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正（第７条関係）

別表（第１条関係）

区分 報酬の額 

（略） （略） （略） （略） 

消防団のあり方検討委

員会 

委員 日額 ８，０００

その他法令又は条例、規則、規程等により日額８，０００円以内と

者の区分に応じ、当該各号に掲げる額とする。 

 (1) （略） 

 (2) その給与（給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手

当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当をいう。）又

は報酬（以下これらを「報酬等」という。）が日額で定められ

ている職員 負傷若しくは死亡の原因である事故の発生の日

又は診断によって疾病が確定した日においてその者について

定められていた報酬等の額（その報酬等の額が補償基礎額とし

て公正を欠くと認められる場合は、実施機関が市長と協議して

別に定める額） 

 (3) 報酬等が日額以外の方法によって定められている職員又は

報酬等のない職員 前号に掲げる者との均衡を考慮して実施

機関が市長と協議して定める額 

別表（第１条関係）

区分 報酬の額 

（略） （略） （略） （略） 

消防団のあり方検討委

員会 

委員 日額 ８，０００

スポーツ推進委員 年額  ４８，０００



設けられた特別職の職員で非常勤のもの する。 

〇加東市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正（第８条関

係）

 （給料からの控除） 

第１４条 次に掲げる掛金等については、前条第１項の規定にかか

わらず給料から控除することができる。 

 (1)～(5) （略） 

(6) 一般財団法人兵庫県市町職員互助会の会員の掛金 

(7) （略） 

 （給与等の口座振込み） 

第１５条 給与又は賃金は、職員の申出により自己名義の預金又は

貯金の口座へ振込みの方法によって支給することができる。 

（臨時職員等の賃金の種類） 

第３９条 月を単位として基本賃金が支給される職員（以下「臨時

職員」という。）及び時間を単位として基本賃金が支給される職

員（以下「日々雇用職員」という。）の賃金の種類は、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

(1) 臨時職員 基本賃金、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤

務手当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期末手当 

(2) 日々雇用職員 基本賃金、通勤手当、時間外勤務手当及び

青少年補導委員 年額 １５，０００

その他法令又は条例、規則、規程等により

設けられた特別職の職員で非常勤のもの 

日額８，０００円以内と

する。 

（給料からの控除） 

第１４条 次に掲げる掛金等については、前条第１項の規定にかか

わらず給料から控除することができる。 

(1)～(5) （略） 

(6) 加東市職員互助会の会員の掛金 

(7) （略） 

 （給与 の口座振込み） 

第１５条 給与    は、職員の申出により自己名義の預金又は

貯金の口座へ振込みの方法によって支給することができる。 

 （会計年度任用職員の給与） 

第３９条 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の

給与は、別に条例で定める。 



期末手当 

（臨時職員等の基本賃金） 

第４０条 臨時職員及び日々雇用職員（以下「臨時職員等」という。）

の基本賃金は、臨時職員にあっては１月に３７万円を、日々雇用

職員にあっては１時間に１，９６０円を超えない範囲内で規則で

定める額とする。 

２ 日々雇用職員の基本賃金は、当該日々雇用職員の勤務時間数を

１月に集計して支給する。 

（臨時職員の賃金の減額） 

第４１条 勤務時間条例第２６条第１項に規定する年次有給休暇、

病気休暇又は特別休暇以外の理由で当該臨時職員が勤務時間に

勤務しない場合においては、その勤務しない時間１時間（１時間

未満の端数を生じたときは、その端数が３０分以上のときは１時

間とし、３０分未満のときは切り捨てるものとする。）につき、

勤務１時間当たりの基本賃金額を減額して賃金を支給する。 

（臨時職員等の通勤手当） 

第４２条 第２１条の規定は、臨時職員の通勤手当について準用す

る。 

２ 日々雇用職員の通勤手当は、日額５００円を上限に、月額１２，

９００円を超えない範囲内において、規則で定める額を支給す

る。 

（臨時職員の特殊勤務手当） 

第４３条 第２４条の規定は、臨時職員の特殊勤務手当について準



用する。 

（臨時職員等の時間外勤務手当） 

第４４条 勤務時間条例第２０条第１項及び第２３条第１項に規

定する勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた臨時職員等

には、当該勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務１時

間当たりの基本賃金額に当該勤務時間を超えてした次に掲げる

勤務の区分に応じ、当該各号に定める割合（その勤務が午後１０

時から翌日の午前５時までの間である場合においては、その割合

に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額を時間外勤務

手当として支給する。 

(1) 勤務時間条例第２０条第１項及び第２３条第１項に規定す

る勤務時間が割り振られた日における勤務 １００分の１２

５ 

(2) 前号に掲げる勤務以外の勤務 １００分の１３５ 

２ 前項に規定する手当の計算の基礎となる時間は、勤務時間条例

第２０条第１項及び第２３条第１項に規定する勤務時間を超え

て勤務した日の属する月分を集計し、その集計した時間（支給割

合を異にする部分があるときは、その異にする部分ごとに各別に

計算した時間数）に１時間未満の端数が生じたときは、その端数

が、３０分以上のときは１時間に切り上げ、３０分未満のときは

切り捨てるものとする。 

３ 勤務時間条例第２０条第１項及び第２３条第１項に規定する

勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、その勤務時間を超え



てした勤務の時間が１箇月について６０時間を超えた臨時職員

等には、その６０時間を超えて勤務した全時間に対して、第１項

の規定にかかわらず、勤務１時間につき、勤務１時間当たりの基

本賃金額に１００分の１５０（その勤務が午後１０時から翌日の

午前５時までの間である場合は、１００分の１７５）を乗じて得

た額を時間外勤務手当として支給する。 

４ 第１項の規定にかかわらず、勤務時間条例第２４条の規定によ

り、あらかじめ同条例第２３条の規定に基づき割り振られた１週

間の正規の勤務時間（以下この項において「割振り変更前の正規

の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命じられた職員

には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に

対して、勤務１時間当たりの基本賃金額に１００分の２５を乗じ

て得た額を時間外勤務手当てとして支給する。 

（臨時職員の夜間勤務手当） 

第４５条 勤務時間条例第２３条第１項の規定により定められた

勤務時間として午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務

する臨時職員には、その間に勤務した全時間に対して勤務１時間

につき勤務１時間当たりの基本賃金額に１００分の２５を乗じ

て得た額を夜間勤務手当として支給する。 

（臨時職員の宿日直手当） 

第４６条 第２９条の規定は、臨時職員の宿日直手当について準用

する。この場合において、同条第２項中「第２６条、第２７条及

び第２８条」とあるのは、「第４４条及び第４５条」と読み替え



るものとする。 

（臨時職員等の期末手当） 

第４７条 ６月１日及び１２月１日（以下この項において「基準日」

という。）にそれぞれ在職する臨時職員等（日々雇用職員にあっ

ては、基準日において雇用開始から６箇月を経過し、かつ、１週

間当たり３０時間を超えて勤務することが恒常的であると市長

が認める者に限る。）に対してそれぞれ基準日の属する月の規則

に定める日に、期末手当を支給する。 

２ 臨時職員の期末手当の額は、基本賃金額に、６月に支給する場

合においては１００分の１４０を、１２月に支給する場合におい

ては１００分の１６０を乗じて得た額に、在職期間に応じて規則

で定める割合を乗じて得た額とする。 

３ 日々雇用職員の期末手当の額は、１日当たりの賃金の額（１週

間の勤務時間を５で除して得た時間に基本賃金額を乗じて得た

額をいう。）に２１を乗じた額に、６月に支給する場合において

は１００分の４０を、１２月に支給する場合においては１００分

の６０を乗じて得た額とする。 

（臨時職員の休職者の賃金） 

第４８条 臨時職員が公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は

通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり、法第２８条第２項第

１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、その休職にさ

れた日から同日の属する年度の末日までの期間について、賃金の

全額を支給する。 



（臨時職員等の基本賃金の支給） 

第４９条 第１３条の規定は、臨時職員の基本賃金の支給について

準用する。この場合において、同条第２項中「給料を支給し、昇

給、降給等により給料額に異動を生じた者には、その日から新た

に定められた給料」とあるのは「基本賃金」と、同条第４項中「第

３条第１項、第４条及び第５条の規定に基づく週休日」とあるの

は「第２２条に規定する休日」と読み替えるものとする。 

２ 日々雇用職員の基本賃金は、法令に特別の定めがある場合を除

くほか、月の１日から末日まで（以下この項において「計算期間」

という。）の分を翌月の２０日（同日が銀行法（昭和５６年法律

第５９号）第１５条第１項に規定する休日（以下この項において

「銀行の休日」という。）に当たるときは、その前日において、

その日に最も近い銀行の休日でない日）に支給する。ただし、市

長が必要と認めるときは、計算期間及び支給日を変更することが

できる。 

（賃金からの控除） 

第５０条 加東市職員互助会の会員の掛金については、前条の規定

にかかわらず、賃金から控除することができる。 

（賃金の種類と基準） 

第５１条 法第５７条の規定の適用を受ける臨時職員等の賃金の

種類は、第３９条各号に掲げる基本賃金及び手当とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける者の賃金の基準は、その他の臨時職

員等の基準に準じて、市長が規則で定めるものとする。 



（適用除外） 

第５２条 臨時職員等については、第２条から第１４条まで及び第

１６条から第３８条までの規定は適用しない。 

２ 前項に規定する規定のほか、法第５７条の規定の適用を受ける

臨時職員等については、第１５条、第３９条から第４７条まで、

第４９条及び第５０条の規定は適用しない。 

  （委任） 

第５３条 （略） 

〇加東市職員の特殊勤務手当支給条例の一部改正（第９条関係）

 （福祉業務手当）

第４条 （略）

２ 前項の手当の額は、１月につき３，０００円とする。

 （手当の支給） 

第８条 手当の支給については、次に掲げる区分により支給する。

(1) 月額で定める手当は、給料又は基本賃金の支給に準じて支

給する。 

 (2) 日額その他の基準で定める手当は、その月分を翌月の給料

又は基本賃金の支給日に支給する。 

（委任） 

第４０条 （略） 

（福祉業務手当）

第４条 （略）

２ 給料又は報酬を月額で定める者の前項の手当の額は、１月につ

き３，０００円とする。

３ 報酬を時間額で定める者の第１項の手当額は、１時間につき１

８円とする。

（手当の支給） 

第８条 手当の支給については、次に掲げる区分により支給する。

(1) 月額で定める手当は、給料又は報酬  の支給に準じて支

給する。 

 (2) 日額その他の基準で定める手当は、その月分を翌月の給料

又は報酬  の支給日に支給する。 



〇加東市職員等の旅費に関する条例の一部改正（第１０条関係）

 （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」

という。）第３条第２項に規定する一般職の職員及び特別職の

職員で常勤のものをいう。 

(2)～(5) （略） 

 （旅費の支給） 

第３条 （略） 

２ （略） 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、法    

               第２８条第４項又は第２９条

の規定により退職等となった場合には、前項の規定にかかわら

ず同項の規定による旅費は、支給しない。 

４～７ （略） 

○加東市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正

（第１１条関係） 

   加東市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

第３８条第４項の規定に基づき企業職員の給与        

 （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (1) 職員 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条

第１項に規定する職員をいう。 

(2)～(5) （略） 

（旅費の支給） 

第３条 （略） 

２ （略） 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条第４項又は第２９条の

規定により退職等となった場合には、前項の規定にかかわらず同

項の規定による旅費は、支給しない。 

４～７ （略） 

   加東市企業職員の給与等の種類及び基準に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

第３８条第４項の規定に基づき企業職員の給与、報酬及び費用弁



             の種類及び基準に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「公営企業職員」とは、加東市水道事業

に従事する職員で、常時勤務を要するもの          

           をいう。 

（給与条例等の適用） 

第３条 公営企業職員の給与の種類 及び基準については    

                     、加東市一般職

の職員の給与に関する条例（平成１８年加東市条例第４３号）を

                          適用す

る。 

〇加東市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正

（第１２条関係）

（報告事項） 

第３条 前条の規定により任命権者が報告しなければならない事

項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（地方公務

員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職

償（以下「給与等」という。）の種類及び基準に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「公営企業職員」とは、加東市水道事業

に従事する職員で、常時勤務を要するもの、地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）及び同法第２８

条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「短

時間勤務職員」という。）をいう。 

（給与条例等の適用） 

第３条 公営企業職員の給与等の種類及び基準については、常時 

勤務を要する者及び短時間勤務職員においては、加東市一般職 

の職員の給与に関する条例（平成１８年加東市条例第４３号）を、

会計年度任用職員においては、加東市会計年度任用職員の給与及

び費用弁償に関する条例（令和元年加東市条例第 号）を適用す

る。 

（報告事項） 

第３条 前条の規定により任命権者が報告しなければならない事

項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（地方公務

員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員及び同法第２８条



員                      を除く。）を

除く。以下同じ。）に係る任用、給与、勤務時間その他の勤務条

件、分限及び懲戒その他人事行政の運営の状況とする。 

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を 

除く。以下同じ。）に係る任用、給与、勤務時間その他の勤務条

件、分限及び懲戒その他人事行政の運営の状況とする。 


